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農業経営に於ける主体的

要因に関する考察

日 向　達　男

1．　序

　農業経欝の露的は最大にして永続的なる私経

済的利益の獲得にある（　1）事は今日一般に

認められている処であって，この且的を達成す

るためには，農業i経覚者は丁々の与えられた自

然的，社会的，経済的並びに個人的諸条件に適

合した経営組織の編成を行わなければならな

い。又又が国襲業経営の大多数は家族労働に依

存する小経営であって，経営者は刷掃に肉体的

労働に従事しており，且つその役割は極めて大

である（註2）。従って経営者のかかる能力の如

何は農業経営の成果に重大なる影響を齎らす。

而して農業経営者のこれ等能力は千差万刷で

あって，これが個々の経営に多様性を齋らす一

因となっている。

　そこで現実に存在する農業経営の健闘的性格

を把握するためには，夫々の経営に与えられた

外的諸条件と共に，経営主体者霞身の問題につ

いて解明する事の必要性を生ずる。

　しかし乍ら現実に存在する農業経営の実態か

ら経営者偲人に帰属さるべき要因を抽繊するの

は容易ではない。それは我が国農業経営者の殆

どは農業経営に必要なる諸要素を相続等に依っ

て他動的に与えられ，経営の出発点に於て既に

異れる条件下に置かれているからである。この

点開拓農家の経営は趣を異にする。開拓農家の

経営は経営主体：者の能力に点じて生産の諸要素

を結含させ，薪に農業経営を樹立して行くもの

であり，既存農家に比し経営者の主体的差異が

比較的単純な形で経営に反映される。

　殊に戦後我が國で行われた開拓営農は戦災

者，引揚者，失業者等の救済を主目的としてな

されたが，これら入植者は殆ど無資本，無装備

の儘開拓営農に着手した。そして経営の外的

条件の等しい睡一地域内に於て開拓営農を開始

したこれら入植者もその後年月の経過と共に経

営に著しい分化を生じているが，これは経営主

体者の能力の差異に依って齎らされた処が大き

い。

　倦て，これら開拓地の農業経営も本質的には

一般の農業経鴬と何等異るものでないから，麗

拓農家の営農展開過程に於て主体者の能力の差

異が経営に及ぼした意義を瞬らかにする事は農

業経営に於ける主体的要因の役割を知る端緒に

なると思われる。

　かかる意図に基いて，昭廊31年，32年の2ケ

年間に亘り北海道内2開拓地農家の実態調査を

行ったのであるが，その結果を通じて上述の点

について考察を試みたい。然しながら調査上の

不二と本稿紙数の制約からその意図する処を十

分に達する事が出来なかった。これらの事情を

御理解の上御枇判並びに御教示を戴ければ幸に

存ずる。

2．　調査方法と調査対象

　農業生産の主体たる人閣が自然に働きかける

場合の成果は，主体者に与えられた外的諸条件

に依って規舗されるのみならず主体者自身の

有する諸条件に依っても異ることは理論的にも

又実際的にも既に一般化されている事実である

（謎3）。灘してかかる差異を欝らす主体的要因の

第一は農業者の能力の差異に基ずく労働手後並

びに労働対象選択上に於ける相違である。
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　例えば同一の資本を有する農業者が農業経営

を行う場合其の資本を如何に使用するかに依っ

て経営の成果は異る。そして近代社会に於ける

科学の発達は生産に使儒されるものの選択範囲

を益々拡大せしめこれに伴って農業春のかかる

繭の活動領域も著るしく広められた。第二に生

産に於ける農業者の肉体酌能力の差異に基ずく

労働能率の相違である。四一労働条件の下に生

産が行われた場合にあっても夫々の馬入的能力

の差異によって労働の成果に相違が存する。

　斯の如き生産の結果に大なる影響を及ぼす主

体者の能力は先天的なものと後天的なものとの

濡鼠によって形成される（註4）。この二つはい

ずれも吾々にとって重要なる意義を窟するがと

りわけ後者の意義は大きい。即ち先天的に与え

られた能力自体は動かす事の出来ないものであ

るが，この与えられた能力を現実の生産に於て

最も望ましい形で発揮し得る様人間の環境を作

る宴が必要である。

　処で生産の主体たる人間の能力に後天的差異

を欝らす最大の要残は近代祉会にあっては職業

経験であろう。分業の高度に発達した社会に於

ては人は多数の職種の中のいずれかに従事する

事に依って祉会の一員としての役割を果すので

あるが，職業の種類，職場に於ける地位は先ず

その生活空間を通じて各自の平する先天的能力

を異った方向に発達せしめる。

　又それは他の生活空間自体をも規制し其の結

果形成される能力に個人的分化を欝らす。此れ

と目時に各職場に於て要求される能力は異って

おり夫々の職場で各嵐の役割を円滑に果す為に

は，それに適応し得る能力が必要である。この

適応力を表す指標の一つとして学歴があげられ

る。元来学校は社会の分業に応ずるために設け

られたのであって（註5），一般的こは学校と職業

とは密接なる蘭連を有する。図様なる関係は学

校と個人の先天的能力との間にも存する。学校

教育が職業的要請に基ずいて行われ、其の機能

を十分に果すためには，それに応じ得る先天的

能力を有する春に選抜の基準が置かれる。従っ

て生産の主体者能力形成の場としての学校及び

職業の経験は後天的なもののみならず先天的な

ものの他灘的隠現でもある。「　」内を次の様に

敬める一。勿論資本主義社会に於ては，両者の完

全なる～致は期し難い。その詳細の論議に就て

は後霞に譲ることとして，ここではただかかる

一般的傾向を指摘するにとどめる。一一そこで

本稿に於ては以下霊体的要鍍の差異をこの点に

限定し，それが農業経営に如何なる影響を齎ら

しているかに就て考察する。

　調査対象は上述の研究の趣旨に沿う様経営主

体者の学業職業経験に著て顕著な差異を毒し且

他の条件の比較的詞一なる北海道江別市K開拓

地，罵じく北海道当別町A開拓地のエケ所とし

た。爾開拓地共戦後緊急開拓実施当時入植した

者が中心となっている。この時期に於ける入植

者は戦災者，引揚者，失業者等が大部分で入着

時の携行した資金，資材等に足しては殆ど等し

い条件にあった。調査襲爵¢）自然的，歓会的並

びに経済的条件に於てはK地区では殆ど全戸が

等しく，A開拓地区としては若干の差異が存す

るため対象農家はその中からこれら条件の等し

いものに限定した。又開拓致策上の差異を除く

ため調査対象は緊急隈拓実施要領に基ずいて入

櫨した農家に隈眠した。

　調査対象地区の入纏年次珊農家数は第一表の・

如くである。

（第俵）A 年次洌入植状況
K開拓地

入　穂　年　次

入　櫨

比

戸　数

率（％）

昭和19年迄

14戸

20 21

17

19％o22

3

4

22

13

王6

23 24

7≡　7

噌

25 2・｝2728
、，1、。

31

71i　2

9　　1 2．5

。』

0

1

2｝o

…い

謙

78

ioO

（　〉　講査地（涯別市K地区）の入植者は，

　　　　家は除外した。・（以下諸表も同様）

昭和32年3月現在85戸であったが，調査時不在等の農
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　これから明らかな如く入植時から現在迄にK

開拓地入植農家78戸の家族員流出総：数（死亡も

含む）は88名で1戸平均王．4人であるが，この

中85名（97％）は昭和24年以前の入植農家に依

って占められている。又これを算数から見ると

家族員の流出のあった農家は39戸で全入穂者の

約半数に達しており，その9割が24年以前に入

植した者である。一方経営から流出した稼働力

を有する家族員数は77名で全流出家族員数の

88％を占め1戸平均1．14名である。ここでも流

出家族員を有する農家36戸中34戸は昭和24年以

前の入植者であり昭和25年以降の入植農家では

極めて僅かである。そこでかかる家族員の流出

が如侮なる性格の入植農家に多いかを学歴を指

標として見たのが第4表である。

（第4表）　男子稼働力流出農家の

　　　　　姫帯主の学歴

　　　　　（但，死亡による流出を除く）

総数

戸
24

i麟讐雛
訓

　1

88
％ 戸

16

跨学歴を有
する農家数
に対する左
の比率

44
％

　而して学歴と職歴とが密接に関連している事

は既に述べた処であり，当開拓地入穂者に於て

も旧制中等学校以上の学歴を解する者の殆どは

所謂知的労働に従事していたのに対し高等小学

校（薪制中学を含む）以下の入植者の多くは肉

体酌労働に従事していた。世帯主の学歴並びに

職歴は配偶者の学歴とも密接に関連している。

斯の如き経営主体者の生活経験が彼等の子弟を

如伺に教育し，卒業後どの様な職業に従菓させ

ようとしているか，双自家の農業に対して子

弟を如何なる形で従事させようとしているか

は，開拓営農展開過程に於ける家族労働力の占

める重要性から見て極めて重大な問題である。

処で子弟の中女子は我が国の現状に於ては他家

に嫁出させるのが普通であり，しかも此の場合

偶然的原因によって其の時期や形が異る事が少

くないから，ここでは女子を除外して男子に限

定し，当開拓地区に於て既に16才以上の年令に

達した者79名に就て見ると第8表に示す如く中

等学校以上の教育を受けた者は24名で約3割に

当たる。これを戸数より見れば17戸で対象子弟

を有する農家の41％である。又義務教育しか受

けさせなかった者（高等小学校を含む）は32戸

で同じく対象子弟を有する農家の93％を占めて

いる。

（第5表） 世帯主の学歴と子弟の教育

程度との関連

世細罐鰯
　　　i上の教育を
の鞭：受け茜緻

旧中卒
以　上

高小卒
以　血

合　計

10

13

23

人

同　左

戸　数

戸
6

8

14

　　　　　　｝。準B

駕締数1

讐懲同一】

受けな

人
7

48

55

戸
4

28

32

％
63

21

29

（註）　（1）子弟は男子に限った。

　　　（2｝中等教育以上とは，旧鰯中等学校

　　　　・新髄高等校以上とした。

　　　（3）（A）中には，現在在学するものをも

　　　・含めた。

　これを世帯主の学歴との関連に視て見れば，

世帯主の中等学校以上の卒業者にあっては，子

弟の63％を詞湿度以上の教育を与えているに対

し高等小学校以下の者では僅かに21％に過ぎな

い◎

　次に此れら既に生産年全に達した子弟が如何

に就業：又は就学しているかを見なけれ嬢ならな

い。子弟Q中一名は将来自家の農業経営を継承

するとしても，他の春は寧晩何らかの形で経営

外に排除されなければならない。

　蒲してK開拓地に而て生産年令に達した子弟

2名以上を有する平家は35芦で全入植者の45％

である。この中すでに子弟の将来の職業問題を

考え，実際に経営外に排除した農家は24戸（絢

68％）現夜襲2入以上農業させている農家は

1王戸（32％）である。

　先ず既に経営外に排除した農家の世帯主の学

歴を見れば，中等学校以上に於ては9人中8入

（88％）を占めているのに対し高等小学校以下

では26戸中16戸（62％）に過ぎず尚経営内に将
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（第1表）B 年次別入植状況 A開拓地

入植徹1・購 22 23 24 25 26

入植戸数
比　　率（％）

633i　161，

4120｝10　4

0　　20

01　　12

27

29

18

28

21

13

29 合　　計

321

19

164

王00

（トレ）石狩支庁拓植課「入植春名簿」より作成爾地匿旧離襲者は含まれていない。

3．　開拓営農展開遇程に捌する

　　主体的要因

　　（A）労働力の投下形態

　与えられた条件の中で開拓者が第～に考慮し

なければならないのは生産諸要素を如何に結含

させるかにある。蒲して調査対象たるA及びK

開拓地農家にあっては開拓実施基準に従って総：

てに間一条件で土地が附与されているから夫々

の経営主体者にとっては，この与えられた土地

に自己の所有する資本と労働力を如侮にして結

合させるかが重要な問題となる。

　一般に開拓営農確立のためには入植降すみや

かに朱耕地の耕地化を遂行すると鷹時に一方で

耕作を行5事が要求されるため其の初期に出て

は莫大な労働力を必要とする。特に我が屡の如

く殆どこれを家族労働力に依存し，且戦後の緊

急開拓時代にあっては見るべき労働手毅もなく

重手労働に依って行われたため保有する家族労

働力の多少は開拓農家の生長過程に極めて重大

な影響を与え．た。

　処で保窟する家族労働力の大小は，家族中に

稼働力を有する者の多少やそれらの病気又は事

赦等主体者に依って動かし得ない事「青に基ずく

ものと，それらを進学就職或は兼業等によって

開拓営農に従事させないか否か即ち霊体者の意

志決定に基ずくものとによって異る。

　そこでこの点を明らかにするため入植後現在

までの家族員の増減と其の中稼働力ある者の経

営外流嶺状況を見ると第2表の如くである。

（第2表） 家族員，労働力の流出状況

家　　族　　員

稼　　動　　力

総農家数

78

78

流出家族数

88

77

右ユ戸惑

平均i流膿家数

1。131

朔
39

36

流出二藍

49

左入植年次別内訳

賢和24年縫和子年子

46

85

74

3

3

　　誤

（第3表） 男子稼動力流出農家の原因別内訳 （但24年前入糠農家）

実

比

数

率

調査農家数

78戸

100％

男子流出

嚢家数

25

32

（流出原因別） 内 訳

死亡降一項剛別刷分家
6

8

4

5

H
14

2

　　1
2．5｝

　　｛

7

9

死亡以外の原
因による流出
農家数

24

31

（註）　（劫　問一田家でも2以上の項目に互る流嵐の場合があるので，合計は一致しない。

　　　｛21稼動力を有する男子の流出とは，稼動年令にある健康体で労働能力のある者の流出

　　　　　をいう。
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（第6表）

A　総　　数

　　既に経営
B　外に排除
　　した者

　　現在二百

。塑曙
　　もの

　　　　世：帯主の学歴に

繊爵蜥翻下
35戸

100％

24戸

100％

⊥A

9

26

8

33

88

11戸

100％

£A

i

9

12

26

74

16

67

62

ユ0

91

38

来分家又は就職させなければならない子弟を多

く有している。又既に経営外に排除したとは云

え高等小学校以下の農家では結婚期に至るまで

農業に従審させ，30才頃に至って分家させた者

が7名もあり中等学校以上の農家の如く卒業後

直ちに潜勢させ，上級学校卒業後はすぐに就職

している場合と著るしく異る。即ち分家させた

農家と進学後就職させた農家の稼働力の変化状

況を見れば第7表の如くである。

（第7表）　分家と進学による稼働力変化状況

i毒年1昌年隔年i昌年i丁年十年

・群嫉・・5｛・・8｝…1・・6レ・・｝…

・群書…i・・1｝・1…1…1…

1旧年1罰昌年十年旧年．平均

・群矧…い・・5i …1…t…

曙農家巨・巨lt ・・2早c
（鋳考）

1．　A群捜家は進学，就職させた農家の平均

2．　B群農家は分家させた農家の平均

3．　稼働力は年令，健康，性胴，兼業等を考

　慮した能力換算による

　こ5した稼働力に重大なる関係を有する子弟

の職業に対する世帯主の考え方の相違は，経営

展開に大きな影饗を与えているが，この点に就

ては後に述べたいと思う。

　一方これを子弟の学歴と経欝外への流繊との

関係を晃れば第8表の如くである。

（第8表）　就職者の学歴

就職者総数

内

訳

中等学校以上
高等小学校
以　　　下

14名

6

8

薗弟謝÷

18（C）

55

30

15

（註）Bは当地区に於て就職すべき子弟総数

　　（】孕こ｝よ在学者｝ま含まなし、o

　K開拓地に湿て中等学校以上の教育を受けた

子弟の30％は既に就職しており，更に現在，

高等学校以上に在学する者の中には卒業後就職

を希望する者が多い票から実際には，　これよ

り相当上廻るものと思われる。これに対し高等

小学校卒業者で就職した者は僅か15％に過ぎな

い。

　斯の如き主体者の子弟の職業問題を通じて表

れた農業経営に紺する意識壷びに行動上の相違

が具体酌に開口営農展開過程に於て如何なる影

響を齎らしたが経営の客観的条件の等しい緊急

開捕実施当時の入植町家17戸に就て見よう。

　これらの農家は第9表に見られる如く，全戸

が約10国歩の土地を附与されている。然るに入

植後11年を経た調査時現在各農家の飯有する耕

地面積は5町朱満から11晦まで広汎に分散して

いる。農業生産に於ては耕地が最も基本酌な生

産手段である事は云う迄もなく，従って各農家

の所有する耕地面積に斯の如き髭異を生じた事

は，当然経営内部に於て根違点の存在すること

を暗冒している。然らば何故にかかる分化が齋

らされたであろうか。これを知るために夫々の

農家の入植後の耕地造成状況を年次毎に見ると

著しい差異のあることが賜らかである。即ちあ

る農家では入植後急速に耕地面積が拡大され，

数凶聞のうちに附与地の大部分を耕地化してい

るのに対し，ある農家では漸増的に耕地化が行

われ，又他の農家では，耕地化が遅々として進

行していない。

　而して開擁営農確立に当っては，入植後5年
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（第9表） 農家別，附’与面稜と年次別開墾瀬積累計

農家

番号

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

王8

19

20

21

22

23

附　与

面　積

開 拓 面 稜

副・坤年1・年1・年i・年レ年i・年・年11・年

　　　　…
111　　13。2i

1。62。1

113 @8｝
1王3　81
　　　　ミ112　　10i
　　　　…
101『2251

119　　10．oi

　　　　t
112　　王Oi
　　　　　

畿　li

112　1gi

lo7　王1i

100　　5i
　　　　i
105　28i
110　30i

113　　　10　　　　｝

95　　10i

　　　　I

18．2i

　　ヨ

20

11

20

30

29．5

15

1：i

、l

ll

l：

　1

22．7

　20

　20

　41

　30

59．5

　30

　20

　20

　10

　44

　30

　20

　55

　54

　30

　50

25．9

　25

　25

　66

　40

74．5

　50

　30

　30

　23

　54

　42

　25

　65

　59

　40

　55

35．0

　25

　27i
　　l
106i

　60

89．5

　60

　30

　30

23、

59

52

28

79…

64

50

60

…王早E
251

27

106
65｝

99 P：

l／

器

二ll

離i

望

　25

　27

106

　65

99．5

　60

　50

　35

　33

　74，

　71

　36

　84

　77

　70

701

　1

51．gl

　40

　27

106哩

　65

65

55

32

106

65
99．・199．・

60

50

35

38

81

83i

42

84

83

70

75

80

60

40

51

89

87

54

94

98

85

75

66．2

　60

　35

106

　65

99．5

　80

　83

　40

　54

　98

　93

69．1

　94

110

　93

　85

1魏璽

　11年

72．9

　60

　44

106

　65

99．5

　90

　83

　40

　67

　98

103

69．｝

　94

110

　93

　85

以内に附与された土地の可耕地8割以上の耕地

化が必要である事は開拓農家の成功検査基準よ

りも明らかであり，叉実際この期間に限って実

施した開墾面積に対して補助金が交付されてい

る。億6）そして開拓農家として経営を持続

するために必要な耕地面積は地域の事跨及び経

営形態に依って異るが二1ヒ海道に於ては最低5町

歩とされている。

　そこで，この二つの基準に従って調査対象と

なった17戸の農家を見れば，基準以上の三家と

基準以下の慶家の二群に大車される。そこで龍

者をA群農家，後者をB群農家とし，如何なる

原鑓によってかかる分化が齎らされたかを見よ

う。借て，これらの農家の経営の外的諸条件は

殆ど購一なるものに限定されているから，かか

る差異を驚らしたものの大部分が経営の主体的

要因に帰せられる。処で経営の主体的要困は経

営者樋入に帰属さるべきものと，経営者の境遇

に帰属さるべきものとがある。《譲7）

　蔚者は経営者の経営に対する興味，能力，意

図，信念等の差異に基ずいて齎らされる生漫諸

要素の組織並びに運営方法の相違でみり，後者

は経営者に与えられた労働力，資本：量：，消費駈

等の相違である。

　そこで先ず後者の中で資本貴の違いをとりあ

げて見よう。当地賦の開拓農家に必要なる資本

は政府又は其の他行政機関を通じて供給される

ものと，入糖者自身の手によって供給されるも

のとの二つよりなる。窪して戦後の我が團開拓

殊に緊急開擁当時にあっては行敢機関より融資

又は補助されたもののウエイトは大きかった

が，ここにとりあげた農家はいずれも入植年次

を等しくし，　これを受けるに同一条件下にあ

った。

　若し現実に曾て融資叉は補助を受けた額に差

異があったとすれぽ，それはむしろかかる制度

を活用し得る錨入酌能力の如何に帰せられねば

ならない。

　露己資本に就ては，これら農家が，戦災引揚

失業等をi契機として入植したものであり，現

金・預金等の外は殆ど何も携行していない。

　この事は調査結果からも明らかであるが，繁
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（第10表のA）

農家
番号・

10

12

20

A
労働
1単位

BkA－B）
　　1量

　　　
1．5d　1．80

3．02　　3。02

2．60　　2．60
　　ヒ

一〇．3

　0

　0

入植時
携行資金

52，000

3，500

1，500

消費
単位

4．0

4。8

3．6

平均i・・3・2…卜・・13i・・…1

13

17

王8

21

22

23

3．51

2．83

3．35

1，80

2．45

2．16

3．80

3．53

3．35

1．80

2．45

・・36P

＿。．2913。，。。。

一〇．7　　　　800

　0　　　　1，500

　0　　　　2，000

　0　　　　2，000

－0．16　　15，000

7．0

6．6

6．0

4．0

3．8

4．0

平均｝・・681・・88・・2・1・…1

、1

1・ P
16

19

・…

　　　3・60iL30i
・．・31・．4・

1：1：闊

一・．5・1　5・・｝

一2・30奄R0・000

－1．01i　1，000
　　　　
一〇．3α　　　8，50α

　　　l　　　l
一瞥 O・50堰@800｝

4．6

3．1

5．4

6．6

3．4

平均1・…｝・27i－1…h…1

8

9

王5

2’38o3’40

闘lll
一1．06

　0

　0

10，000

i3，000

3，000

2．6

3．8

3．5

平均｛・861・…卜・・161・・7・。i

（B）

刎鎗
B
・A一・ｶ泣 CA

・・・・…レ・・一・151・・9211・93

・1、／…2i・…1一・…i・・12い・98

（註）（1）労働単位Aは，能力換算による入植

　　　　時より現在（31年）に隔る年平均Q

　　　｛2｝労働単位Bは，子弟を分家・就職・

　　　　進学等によって経営外に排除しなかっ

　　　　た場合の労働能力を業算してAに加え

　　　　たもの。

　　　〔8｝消費単位は，入植時より現在に至る

　　　　までの年平均。

雑になるので省略する。現金（預金・その他有

価証券も含む）に就て見れば，個人酌差異は見

られるが，いずれも絶対額に立てであり，且戦

争直後，幣原内閣によりイソフレーション収束：

のため，預金封鎖新円発行の措鷺がとられ，そ

れすら十分に活用し得なかった。

　かかる状況にあっては，これが当馬拓地に於

て個別農家の経営分化を齋らした主因でないこ

とは明らかで，実際前に述べた基準によるA群

農家とB群農家を比較しても殆ど大差が認めら

れない。

　むしろ殆ど雨季労働に依存して行われた戦後

我国の開拓営農に総ては家族労働力の大小如何

がより大なる要函となっていたと考えられる。

実際これを裏付ける資料も又多く見られる（註）

そこでこの点に就て本調査対象農家の場合を見

ると第10表Aの如くである。

　即ち，入植時より調査時現在（昭和31年度）

遙の11年間に開拓営農に投下された家族労働力

を見るにAグループ農家では能力換算による平

均2．59であるのに対し，Bグループでは2．12に

過ぎず。　又これを個別的に見ても投下労働力

2．5以下の農家はAグループでは2戸23％に過

ぎないのに8グループでは6戸75％に達し，

逆に投下労働力2．5以上の畏象は

　　Aグル｛プ　7戸（77％）

　　Bグループ　3戸（25％）となっている。

　然らば何故に後者にあっては斯の如く労働力

の不足を生じたのであろうか。

　此の点を明らかにするためには

　1　労働力の不足原因がもともと家族中に稼

　　働力が少いのか。

　2　病気又は事故によって細々力が不足した

　　か

　3　子弟の分家・就職・進学・兼業・家事労

　　働等の理由に基ずくものであるか。

　を見なければならない。そして若し労働力の

不足を驚らした漂霞が，1，2に基ずいている

ならば，それは開拓営農開過程に於て経営者の

責任に帰せらるべき闘題ではなく，入植以前或

は入植後，外部のカによって解決しなければな

らないものである。そこで労働力の不足を齎ら

した凍因を明らかにすべく，塚族中に於て稼働
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カのある者を総て開拓営農に投入した場含を想

定して能力換算して尾ると第10蓑Bの如くにな

る。

　これから見ると稼働力のもともと大きい農家

がAグループに多くBグループに少いと云う傾

向は認められない。即ちAグループ平均2．74に

対しBグループでは2．87であり，むしろBグル

ープに於て大きい。

　この保有する労鋤：量と実際開拓営農に投下さ

れた労働量の差は経営者個べに帰属さるべきも

のであるが，前者では0．15に対し後者では0．75

と後者に於て著るしく大きい。

　足してかかる理由に基ずいて労働力の不足し

た農家即ち農業に対する労働投下澱，能力換算

による年平均2．5以下はAグループでは皆無で

あるのに対し後者では4戸（50％）に達してい

る。この保有する労鋤：量と農業への投下労働量

との差は，，既に述べた如く，家族員を上級学

校に進学させるか，就職させるか，兼業に従察

させるか，分家させるか，そのまま自家農業に

従事させるか。或は又，それを侮時行うが等に

よって齎らされている。そして，これを齎らす

要因としては，既に述べた如く経営主体者の生

活経験の差異に基ずく，農業経営に対する考え

方や能：カの違いである。

（B）　労　働爲ヒ　率

　前節に於ては，生産諸要素の田尻の過程で経

嘗主体者の生活経験が如何なる意義をもつかに

就て考察したのであるが，仮令へ，同一なる生

慶手段を以って生産が行われた場合にあっても

労働の成果は異る。これは労働能率が生産の主

体者の掴人心能力の差異に慰じて異るからであ

る。この個入的能力の差異を齎らす一因が個々

の生活経験の相違にあることは一毅に認められ

ている処であり，類似の生活経験が最も労働能

率を高めることは知られている。（譲）

　開擁営農は一般にf乍業程度カミ高く，　これに類

似の生活経験特にこれを職業経験に隈寂すれば

農業は最も近く泰務関係，その他知的職業と対

照的である。

　そこで此れを指標として生活経験の相違が開

拓営農展開過程に於て如何なる労働能率の差異

24

を齎らしたかに就てA開拓地の実態から考察し

たい◎尚紙数の関係からデーター作成の経過に

就ては一切省略せざるを得なかったので，この

点に関しては石狩支庁刊F北海道石狩郡T町A

開拓地区拓農家実態調査報告書」37頁以下を参

照して戴きたい。

　先ず入殖以前に農業に従事していた者をAグ

ループとし，入植以前に外套・官公庁・商店等

に従事していた藩をBグループとし入植以来の

年次別封三面綾を見ると第11衷の如くである。

（第1俵） グループ間の開墾面積の

年次別比較

　　　年次

グループ

Aグループ

Bグループ

λ〕型

1年自

ib．8

7．3

6年召

、年中自1 }1，年目

線：謡
　　1

7年罠 8年目 9年呂

38．4

31．G

　　　　．i　i
Aグル｝フi4LOi　42・5

・グループP坤・・
44．8

41・51

　　1

49．2

45．6

（備考）1　開拓畏家営農実態調査個蓑より作成

　　　2　開墾繭稜は年次溺累日単位は反

（第12表）　年次溺朋墾面積比率

＼入穂年次

グ、レ3＼

Aグループ

Bグループ

　A－B

1年屠

100

65

35

Aグループ

Bグループ

　A．一B

6年厨

100

153

－55

2年目

100

76

24

7年9

100

166

－66

3年自 4年目 5年穏

　i　　｛
　　　100ilooi　　　　　　100
　1　｝
　　　77186i　　　　　　132
14i　　　23　　　－32

　｝

　　…
8年副9年目
　　i

計

loo1

195

－951

　1

1・・巨・・

87　　　93

13　　　7

（備考）1　前掲資料より作成

　　　2　いずれの年次もAの開墾面蟹を100

　　　　とす。



　これから知られる事は全般的に当開拓地農家

の開墾進度は既に述べたK開拓地に比較して著

るしく緩漫である事である。即ち入植後9年間

経過した講査時に於てすら金戸平均開墾薗積の

総計は5町歩未満であり，開擁営農成功検査の

基準を下廻っている。これはK開拓地区が開拓

営農成功地区の代褒とされているのに対し，A

開拓地区が露拓営農不振地区として指定されて

いる事実からも明らかであり，その原霞が何に

よって齋らされたものであるかは重要な問題で

ある。けれども本稿の酷勺とする処は，経営の

主体的要霞の意義を明らかにする事にあるので

ここでは敢て触れない。

　傷て，不振開拓地区として捲定されているA

地に於ても総ての農家が同じ状態にあるのでは

なく，ある農家に於てはかなり経営が蜜定して

いるのに対し，ある藻家では極めて不安定の状

態にある。これをグループ別に見ると，Aでは

入穂後初期の4年間に粗当開墾が行われている

のに対しBグループの農家では初期の4年間は

停滞しており入髄5～8年目に比較的耕地化が

急速に逡物している。而してこれはK開拓地に

於ても見られた処であるが，アソケー靴の結果

によれば，この時期の開墾凶器の増加が成功検

査基準に達するためやむを得ず雇傭労働力使用

等によって行ったものが大部分を占めている纂

が知られた。ただしK開拓地区に比し，A地区

でかかる理由による開墾面積の増加が入穂後8

年自まで続いているのは，A開拓地の自然的条

件が劣悪であり，一般に開墾進度が停滞的であ

る事から特別考慮され成功検査の実施時期が延

長されたためで，成功検査のために開墾爾績が

急激に増加する農家の性格は同じである。

　擬の如く成功検査のためをご特別の考慮を払っ

て耕地造成を行ったにも拘らず尚調査時現在両

グループ間に平均7％の開きが見られる。

　而してこれを齎らした主要因は爾グループ問

の

　①　稼田力の差異

　②雇傭労働力使用による開墾薦積の差異

　③労鋤能率の差異

　④　土地利溺方法の栢違

の四つがあげられる。この飽労働手段の差異も

考えられるが，当穰拓地に於ては殆ど裸手職鋤

に依存しておりグループ間の差異は問題になら

ない程変であると見て差支えない。（註8）

　そこで先ず労働力に就て見ると，能力換算に

よる入植時より調査時迄の平均はAグループ

2．87　Bグループで2．76あって稻Aグループに

多くなっている。一方雇傭心密力に依って行わ

れた騰墾面積はA　1戸平均1．2反　B5．5反で

8グループに著るしく大である。経営集約度は

後に述べる如くAグループに高くなっている。

従ってA，B両グループ間の労働能力1単位

当りの際墾面稜は第13表に示す如くA16．7反

814．9反でAグループに高い事が知られる。

（第13裏） 労働能力1単位当り開墾面積の比較

随醜計鷹三襟謄騨瑠籍蹄醗力陣難当レヒ率

Aグループ
Bグノレー　プ

49．2反

45．6反

1．2反

5．5反

48．0反

40．1反

2．87

2．74

16．7反

14．9反

100

81

　これらの事から一般に農作業の如き概して作

業強度の高いものの多い職業に従事していた入

植者は，農業以外の比較的作業強度の低い知的

労働に従事していた入植者より労鋤能率の嵩い

であろうと推察される。実際又労働医学の分野

に於て厳密なる測定結果からも同様なる結論が

なされている。（註9）

（C）　作物選択と反収

　入植者の生活経験の差異躍ち入植前に農業に

従事していたか否かは，面訴能率に於て差異を

生ずるのみでなく，栽培作物の種類及びその作

付比率，各作物の反収にも表れている。

　第1懐に承す如くグループ間に於ける主要作

物の作付比率は相当顕薯な差異を見せている。
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　先ず作付総面積申に占める水稲の適合はAグ

ループでは20％で豆類と並んで最も主要な作物

となっているがジBグループでは水稲の占める

曲馬は僅か9％に過ぎず，これに反し豆類34％

．で著るしく高くなっている。そして単に作付比

率中に占める水稲の割合だけでなく，実際水稲

栽培面積もBグループではAグループの50％以

下に過ぎない。

　北海道殊に限界地回に於ける稲作のあり方に

就ては三々問題とされており，特に当開拓地の

如き気象条件下に於ける水稲栽培の可否は十分

論議する必要があるが，岡じ条件の下に入植し

ながらかかる差異を生じたのは入植者の生活経

験が開拓営農展開過程に於て重要なる意義を有

するといはなければならない。

（第14表）　作付比率のグループ間の差異

Aグループ

8グループ

水稲

20

9

矧噸罫略画計
13

13

21　　7

34　　8

・1・・

1・
p・・

100

100

（傭考）　石狩支庁拓殖課「開拓農家個別調査書

　　　　より作成

　次に反収にて見ると第15表に示す如く燕麦及

び馬鈴薯に於ては両グループ間に廻立つた差異

がないのに対し，水稲・豆類にあってはいつれ

もAグループに高くなっている。

（第15衷）　反牧のグループ間の差異

i酬轍陣鵬薯
覆儲ご

馨骸ご

五．47石15．3俵2．4俵

　100　　100　　100

　　81i　　100　　　80
　　　｝

1・5妬P一咽268〆
260〆

100

97

　作付比率及び反収に於て農業経験の有無が顕

著に反映されているものと然らざる作物とがあ

るが，この原躍に就ては他の機会に譲りたい。

　　　　　　　　　　インフオーノイシ哲ン
①）農業経営のための情報入手経賂の差異

　これまで経営展開団扇に於て経営者の学歴i職

歴或は農業経験の窟無等によって代表される生
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漉経験の相違が如何なる影響を齎らしたかに就

て考察したのであるが，次にその原曲として経

営者の農業に対する知識入手経路を見なけれ

ばならない。云う迄もなく農業経営の目酌を達

成する為には経営者は夫々の与件を正しく理解

し，これに適止した経営組織の編威を行はなけ

れならないが，特に醗拓営農は全く新な経営と

して出発するため，この重要性は～般の農業経

営に比して著るしく大きい。

　処で経営に与えられた条件を理解するための

方法は種々あるが，経営者の能力及び性格の差

異は冴々の難いる手段及びその利薦の深さの異

る事が予想される。そこでK：隠拓地区の入植者

が各自の農業経営のあり方を知るために如何な

る：方法を用いて来たかを学歴によって見たのが

第16表である。

　先づ全体酌に見れば既存農家から指導を受け

ている場合が最も多く，全農家の54％を占め次

で営農指導による者が続いている。一方全然他

から指導を受けず，自分の経験と勘をもとにし

ている入植者は全農家の3分のiである。しか

し乍ら全体としてのかかる傾向は経営者の学歴

に依って大きく異る。即ち中等学校以上の卒業

者に於ては，農業に関する雑誌益びに専玉書を

購入して研究している場合が85％に達している

のに反し，高等小学校以下の卒業春に於ては

24％に過ぎない。

　此れら印刷物による知識の獲得には読書に対

する能力が要求されるのであるが，過去に於け

る学校教育の三基本原則として，　読むこと，

書くこと，計算することが，あげられており，

明治以降薪学校制度成立迄の学校教育の中心を

なしていた事から考えても，学歴の高い入薙者、

に雑誌専門書によって，知識獲得が多く行はれ

ている事は当然である。此れと間様営農指導員

に手紙などで質問し知識を得ている入殖者も中

等学校以上卒業の入植者に多くなっている。営

農指導員の影響は晶群共相当高い割奮を示して

いるが，中でも指導員の直接農家又は集会に於

て指導した場合が特に多い。

　ここに出ても中等学校以上の卒業春にその盛

合が高くなっているのは，此れら入植者の積極

性の一端を示すと共に，限られた指導員数を以



つて多くの農家を指導しなければならない現在

の営農指導体系にあっては，勢い重点的指導と

らざるを得ず，この場合積極酌にして知識層の

入植者が多く対象とされるのも又やむを得ない

事である。

　入植者の綾極性の表れは外部からの揖導を受

け入れるだけでなく，能動的に指導を受けよう

とするアンケート項BNo．2に中等学校卒業者の

多いことからも知られる。

　既存農家から指導を受ける場倉に於ても中等

学校以上の学歴を有する入植者に多いが，この

比率は催の場合に比較して大きくない。これは

我が國農家の大部分が初等教育修了者であり，

又農業の有する職業的性格が初等教育修了者が

（第16表） 農業経営に対する知識の入手経路

No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1王

12

13

14

15

調 査 項 目

開拓営農指導員・農業改良指導員が来て指導した。

購上に，こちらから尋ねて行って指導を受けた。

同上に，手低等で照会し指導を受けた。

睡が，パソフレ・・戦酬して指導した．

i近所の，既存農家から教えて貰った。
1全然ノ、に聞かないで演分でやってみた。
i
自分で参考書や雑誌を買って研究した。

研究会を作って皆で一緒に研究した。
自分では研究しなかったが，一緒に入植したした人か
ら教つた。

講演会・講習会等で学んだ。

実演会・展示会・試験場・学校等の見学によって学だん。

業者（農機具・農業等）に教えられた。

ラヂオ・新聞等で学んだ。

協同組含の職員等に依って教えられた。

その他。　（県門酌に）

調　査　農　家　数

回　答　数　金　計

一斧当り平均躍答弁

実数

（戸）

比率

（％）

28

18

3

26

40

25

281

．1

141

　i
26

2i

3

8i

2

il

　i

世帯主の学歴朋内訳

二二響
37

34

　5

35

53

33．

37

　7

19

35

28・、

　4

王1、

　3

1．5

751

293

3．9

1・i72

6i

、i

ll

・i

lll

；

6i

l！

0

0

49

14

43

72

0

85

7

35

63

42

0

7

0

0

18

12

i

20

30

25

16

4

9

17

14

89

15

3

2

2

1

6・o

61

204

3。9

29

19

　2

32

48

40

24

　6

15

27

34

　5

　3

　3

王．6

（劉7表） 農業に間する参考書・雑誌の所有状溌と学歴との闘連

．＼

＼

＼＼

申学校以上
卒　業　者

高等小学校
以下：卒業者

　　計

農業に関する参考書の所有状況

戸数ト戸調門下隔騰
15戸 5．7冊 14戸　（93％） 9戸（60％）

雑誌購読状況
酬二戸　数回ぞ編吾薮を

56

71

0．9

1．9

6　（11　）

20　（28　）

4　（7　）｝

11　（16　）

15

56

71

1．3

0．5

0．7

11戸（73％）

21　（37　）

32（45）i

8　（53）

9　（16）

17　（27）

（　）　（1）調査上履入洩れの農家を除く全戸。

　　　〔2）農業雑誌の中，　「家の光」は除く
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農業以外に去て従事する職業と類似性が多く，

かかる結果近親戚を与え，援触が容易である事

に基ずいていると思はれる。　この生活経験の

類似品から蔚らされる相違としては調査目の

N（L1，2，3，5，9，10，11などがあげられる。

　全然他から指導を受けず専ら自己の経験と勘

に頼って経営を行っている入植者が申等学校以

上の学歴を持つ者に多いのは，前述の如き理密

の外にこれらの入植者が過去に看て農業以外の

職業に従事していた為，農業に対する経験が殆

どなく，従って独力ではなし得ない事も理由の

大きなものである。これに対し初等教育終了者．

中に調査項降No．7をあげた者740％のに達して

いるのは，分家叉は外地引揚者の中に農業経験

者がいたためである。

　一般に学歴の高い入植者の農業に対する情報

や知識獲得の方法は多種類にわたっているが，

学歴の低い三家ではその種類が少く，平均前者

で6項翻であるのに後者は3・3項爵に過ぎない・

　此れら農業経営に必要なる知識の獲得方法の

いつれに最も重点が耀かれて来たかを見ると，

中等学校以上の学歴を有する入植潜では全体の

49％が指導員にあり，既存農家と雑誌専門書に

よるものが夫々22％宛となっている。

　一方高等小学校以下の学歴を有する入：引回で

は調査項巨Nα7が34％で最も多く，次に既存農

家からの指導によるもの21％で第2位となって

いる。営農詣導員の影響は前者に押して紗い。

（4）　結 書

　以上開拓営農展槻過程に於ける経営の主体的

要西の意義に就て若干の考察を試みたのである

が要約すれば

　①腸墾遙度は労働手段のプリミティヴで，

且労鋤力の半を家族に依存するわが国開拓農家

にあっては，農業に投下される家族労働髭と密

接に関連する。弼してこの労働力の大きさは，

もともと経営に於て保有する労働量のみによっ

て相違が生ずるのではなく，その保有主体者の

意識並びに行動によっても異る。

　農業に投下された労働力の少い農家は子弟を

上級学校に進学させ，或は早期に就職させてい

るのに対し，投下労働力の大きい農家は子弟を
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遅く迄経営内部に保有している。　かかる差異

を齎らした要因は経営者の生活経験（学歴・職

歴）より見れば前者は中等以上の学校教育を受

け，又知的労働従事者に多く，後者」は初等以下

の学校教育を受けた者，無血学者，肉体労働従

事者に多いこと。

　②　瀕墾進度は労働能率によって大きく異る

が，肉体的労働従事者に於ては高く，知的労働

従事者に於ては低いこと。

　③経営組織確立に必要なる情報の獲得方法

は中等以上の学校教育を受けた者に於いては多

種類にわたり初等教育修了以下の者に於ては，

その種類が勢い，又重点が前者では指導員醇

割書，雑誌の如きものが大であるのに対し，後

者では自己翼は既存農家の経験を主とした具体

的なものが大であるQ

　④作物・家畜等の導入種類・時期及びその

ウエイトは農業経験の有無によって梢擁してい

る事。

　等め点が指摘される。ただここでとりあげら

れた開拓地は戦後社会経済状態の混乱期に於て

営農が展開され，ヌ．入穂者の生活経験も緊急開

拓が戦災者・引揚者等もその主たる対象とした

ため極めて大きな相違があった事から，かくの

如き経営活動に於ける頭著な差異となって表れ

たのであって，我が蟹農業に於ける主体者とし

てはむしろ特殊的である。

　然し乍らかかる特殊事例を通じて農業生活に

於ける主体的要因の意義を知り得るのではない

かと思う。尚紙数の関係から作物・家蜜の導入

過程，経営斜面等に於ける経営者の生活経験の

差異によって齎らされる糟違に：就ては劇愛した

ので他日に譲りたい。

（i建1）Th，8ri丑kmauu；Das　OekoRomik　des

　　　Landwirtsc1皿ftl圭cher　Betrie！ies・S33
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　方法　仮定によって，この農

畏の効用函数は凸増加函数とな

る。この効用函数に従っていま

問題にしている期間の収益から

もたらされる効用の期待値が，

平均収益と収益の分散との聞に

いかに帰属さぜられるかを見
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30巻1号）によって凡そ対数正
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　耕境への適用　Zミ（単位費用

当り収益）の大きさに従ってい

ま問題にしている可耕地を細分

し，ziの大なるものから並べる

とき，各地片の効駕の期待値は

どのように減少して行くかを調　’

べる。先学の研究によってσi2

はziが低下するに従って増大

して行くことが知られているか

ら，効用の期待値を縦軸，可耕

地の面積を横軸にとりこの醐係

を図示すれぽ凡そ次のようにな

るだろう。

　農昆の効用の最低水準をuo
とすればuoめいかんに拘わら

ず，取急の変動を考慮に入れな

いで設けた県境は考慮に入れた

耕境より遠くにあるということ
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農　類　型

計の試み
一羊蹄山麓を選んで，リニヤ・

　プログラミングを適用する一

農林省北海道農試

農業経営部
　新藤政治
　福田重光

人4グル～ρ
、

、、

　1研究の穏的

　①L．P．を旨いて対象地域
の農家類型捌のモデル経営設計

をしょうとする。ここでいう営

農類型とはそのような意味をも

つた，いわばミあるべき姿ミで

ある。

　②差当りここでは短期の設

’けで，自家労力のみで行う場合

と9月上旬～10，月下旬に雇傭を

入れうる場合とについて行っ
た。

　③えられた結果を検討し，

普及などにあたっての私見を附

け加える。

　2対象農家の類型区分

　種々の統計資料，ききとりな

どによった結果，耕地面積，保有

労働力，耕馬の頭数，乳隼の頭数

などを馬い18の類型に分けた。

　3設計にあたって主な仮定

　①　短期の農業現金収入の最

大化を罠標とする。

　②各生産過程の所要労働や

その時期，投入，産出関係のデ

ータは主として対象町の一部落

でなされた鴬農試験地担当農家

（5戸）によった。代表農家と

みなしたのである。

　③自家食糧のための作物，

家密への飼料作物などに儒いら
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